
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）人件費の状況（１）人件費の状況（１）人件費の状況（１）人件費の状況（普通会計決算）（普通会計決算）（普通会計決算）（普通会計決算）    

区分 住民基本台帳人口 歳出額Ａ 実質収支 人件費Ｂ 人件費率Ｂ／Ａ 
（参考）23 年度の 

人件費率Ｂ／Ａ 

24 年度 
（25 年 3 月 31 日現在） 

22,368 人 

千円 

11,179,218 

千円 

119,938 

千円 

2,207,623 

％ 

19.7 

％ 

21.5 

（注）人件費とは、一般職・特別職に支給される給与、報酬、退職手当ならびに共済組合負担金等のことです。 

 

（２）職員給与費の状況（２）職員給与費の状況（２）職員給与費の状況（２）職員給与費の状況（（（（普通会計普通会計普通会計普通会計決決決決算）算）算）算）                       （単位：千円） 

区分 職員数 Ａ 
給    与    費 

１人当たり 

給与費 B／A 
給 料 職員手当 期末勤勉手当 計 Ｂ 

24 年度 239 人 851,915 124,084 304,650 1,280,649 5,358 

（注）１ この表は一般職員の給与費について示したものです。 

   ２ 職員数は平成２４年４月１日現在の人数です。 

３ 職員手当は職員に対して支給される扶養手当、住居手当、通勤手当などであり退職者に支給される 

退職手当は含まれていません。 

 

（３）職員の平均給料月額（３）職員の平均給料月額（３）職員の平均給料月額（３）職員の平均給料月額及び及び及び及び平均年齢の状況（平均年齢の状況（平均年齢の状況（平均年齢の状況（平平平平成成成成２２２２５５５５年４年４年４年４月１日月１日月１日月１日現在現在現在現在））））    

一 般 行 政 職 技 能 労 務 職 

平均給料月額 平均年齢 平均給料月額 平均年齢 

292,148 円 38.1 歳 315,882 円 44.0 歳 

   

（４）職員の初任給の状況（平成（４）職員の初任給の状況（平成（４）職員の初任給の状況（平成（４）職員の初任給の状況（平成２２２２５５５５年４月１日年４月１日年４月１日年４月１日現在現在現在現在））））    

区  分 宿 毛 市 高 知 県 国 

一般行政職 

大学卒 161,600 円 172,500 円 

総合職 176,938 円 

   （185,800） 

一般職 163,987 円 

   （172,200） 

高校卒 140,100 円 140,400 円 
133,418 円 

（140,100） 

（注）国家公務員欄における（  ）内は、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）である。 

（５）（５）（５）（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成平成平成平成２２２２５５５５年４月１日年４月１日年４月１日年４月１日現在現在現在現在））））    

区  分 経験年数１０年 経験年数１５年 経験年数２０年 

一般行政職 
大学卒 244,900 円（33.0 歳) 308,900 円（38.1 歳) 349,140 円（42.3 歳) 

高校卒 203,600 円（29.0 歳) 241,975 円（34.8 歳) 321,450 円（38.3 歳) 

（注）１ 現在、市役所に勤務している職員の経験年数別の平均給料月額の実態を示す数字です。 

   ２ 経験年数は、採用前に民間企業等に勤務した期間がある場合には、その期間を換算し採用後の勤務期 

間に加算した年数をいうものですが、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合には、採用後 

の年数をいうものです。 
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（６）（６）（６）（６）一般行政職の級別職員数の状況（一般行政職の級別職員数の状況（一般行政職の級別職員数の状況（一般行政職の級別職員数の状況（平成平成平成平成２５２５２５２５年４月１日年４月１日年４月１日年４月１日現在現在現在現在））））    

区   分 １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 

計 
標準的な 

職務内容 

主事 

技師 

主事 

技師 

主査 

技査 

係長 

主任 

課長補佐 

主  幹 

課長 

主監 

職 員 数 ２７人 ２５人 １７人 ３６人 ３１人 ２２人 １５８人 

構 成 比 17.1％ 15.8％ 10.8％ 22.8％ 19.6％ 13.9％ 100％ 

    
（７）（７）（７）（７）職員職員職員職員のののの手当の状況（手当の状況（手当の状況（手当の状況（平成平成平成平成２５２５２５２５年４月１日年４月１日年４月１日年４月１日現在現在現在現在））））    

区  分 宿  毛  市 国 

期末手当 

勤勉手当 

（２４年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当  

６月期  1.225 月分   0.675 月分 

１２月期  1.375 月分    0.675 月分 

計    2.60  月分  1.35  月分 

 
職制上の段階、職務の級等による加算措置  有 

（２４年度支給割合） 

期末手当   勤勉手当  

６月期  1.225 月分   0.675 月分 

１２月期  1.375 月分    0.675 月分 

計    2.60  月分  1.35  月分 

 
職制上の段階、職務の級等による加算措置  有 

退職手当 

（支給率）  自己都合      勧奨・定年 

勤続 20 年     23.03 月分     28.7875 月分 

勤続 25 年     32.83 月分     38.955 月分 

勤続 35 年     46.55 月分      55.86 月分 

最高限度額    55.86 月分      55.86 月分 

その他の       定年前早期退職特例措置 

加算措置      （2％～20％加算） 

 
１人当たり平均支給額 

(平成 24 年度)  3,655 千円  25,673 千円 

（支給率）  自己都合      勧奨・定年 

勤続 20 年     23.03 月分      28.7875 月分 

勤続 25 年     32.83 月分      38.955 月分 

勤続 35 年     46.55 月分       55.86 月分 

最高限度額    55.86 月分       55.86 月分 

その他の       定年前早期退職特例措置 

加算措置      （2％～20％加算） 

（注）退職手当は、平成 25 年度より支給率を 45.49 まで引き下げる見直しを行っています。 

 

区 分 内      容 国の制度との異同 国の制度と異なる内容 

扶養手当 
配偶者            13,000 円 

配偶者以外の１人につき月額   6,500 円 
同 － 

住居手当 

 
借家・借間居住者 

基 礎 控 除 額   12,000 円 

最高支給限度額   27,000 円 

 
同 

 

－ 

通勤手当 

交通機関等利用者 

     最高支給限度額      55,000 円 

交通用具使用者 

   2,500 円（片道２㎞以上３㎞未満）から 

   最高 15,700 円（２５㎞以上） 

異 

交通用具使用について

使用距離等を細分化し

ている 

    
（８）（８）（８）（８）特別職の報酬等の状況（特別職の報酬等の状況（特別職の報酬等の状況（特別職の報酬等の状況（平成平成平成平成２５２５２５２５年４月１日年４月１日年４月１日年４月１日現在現在現在現在））））    

区  分 月   額 期末手当（２４年度支給割合） 

給 

 
料 

市   長 

副 市 長 

５５０，０００円（７３４，０００円） 

６２８，０００円 

   ６月期   １．４２５月分 

  １２月期   １．４７５月分 

計   ２．９０ 月分 

報 

 
酬 

議   長 

副 議 長 

議   員 

４０５，０００円 

３４０，０００円 

３１５，０００円 

   ６月期   １．４２５月分 

  １２月期   １．４７５月分 

計   ２．９０ 月分 

（注）給料の（ ）内は、減額措置を行う前の金額です。市長については、在任期間中減額して支給しています。 



職員数の状況職員数の状況職員数の状況職員数の状況 

部門別職員数の状況（各年４月１日現在）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）    

 

区  分 職 員 数 対前年 

増減数 
主 な 増 減 理 由 課 ・ 所 名 

部  門 平成 24 年 平成 25 年 

一般行政 

議  会 ４ ４ ０  議会事務局 

総  務 ４５ 

 

４７ ２ 事務事業の見直し等による職

員増 

企画課、総務課、危機管理

課、市民課、会計課、人権

推進課、都市建設課、支所、

選挙管理委員会事務局、監

査委員事務局 

税  務 １８ １８ ０  
税務課 

農林水産 １３ １５ ２ 事務事業の見直し等による職

員増 

産業振興課、土木課、農業

委員会事務局 

商  工 ５ ５ ０  
商工観光課 

土  木 １３ １８ ５ 事務事業の見直し等による職

員増 

土木課、都市建設課 

民  生 ９７ ９４ ▲３ 退職者不補充に伴う職員減 市民課、隣保館、福祉事務

所、地域子育て支援センタ

ー、保育園 

衛  生 ２１ ２１ ０  
保健介護課、沖の島へき地

診療所、環境課 

小  計 ２１６ ２２２ ６   

特別行政 

教  育 ２３ 

 

２２ ▲１ 人事異動による職員減 教育長、学校教育課、生涯

学習課、公民館、図書館、

歴史館、学校給食センター 

小  計 ２３ 

 

２２ ▲１   

普 通 会 計 計 ２３９ ２４４ ５   

公営企業

等 会 計 

水  道 ８ ８ ０  水道課 

交  通 ８ ８ ０  企画課（定期船事務所） 

下 水 道 ３ ３ ０  水道課 

そ の 他 ５２ ５０ ▲２ 
高知県後期高齢者医療広域連

合への派遣職員期間満了に伴

う職員減・人事異動による職

員減 

市民課、税務課、保健介護

課、千寿園 

小  計 ７１ ６９ ▲２   

合   計 ３１０ ３１３ ３   

（注）本表の数値は、地方公共団体定員管理調査に基づいており、職員数は一般職に属する職員数で、職員

数には教育長および休職者を含み、一部事務組合等への派遣職員ならびに臨時および非常勤職員は除い

ています。 

 

 


